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労組周辺動向 No. 223 

Labour Update 

2025 - 08 - 01 

1. 法・政策 

  

(1) 参院選、全125議席が確定 自民・公明は47議席 過半数に3足りず 

  

7月20日投開票の参院選で争われた全125議席が確定した。自民、公明の与党は計47議席で、過半

数に3議席足りない結果になった。公明は8議席にとどまり、過去最低を更新した。 

各党などの獲得議席は以下の通り。 

  

自民党＝39議席▽公明党＝8議席▽立憲民主党＝22議席▽国民民主党＝17議席▽参政党＝14議席

▽日本維新の会＝7議席▽共産党＝3議席▽れいわ新選組＝3議席▽日本保守党＝2議席▽社民党＝1

議席▽チームみらい＝1議席▽無所属＝8議席。 

  

(2) 「令和7年版 厚生労働白書」 2025年7月29日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/25/dl/zentai.pdf 

  

(3) 「令和７年度中央最低賃金審議会目安に関する小委員会（第４回）資料」 2025年7月29日 

厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001524789.pdf 

  

https://www.facebook.com/GeneralUnion.org
https://www.instagram.com/generalunion/
https://twitter.com/GeneralUnionOrg
https://www.youtube.com/channel/UCzYlFqaxq0Bctsm_NWJAoTA
mailto:union@generalunion.org
https://www.generalunion.org/
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/kousei/25/dl/zentai.pdf
https://www.mhlw.go.jp/content/11201250/001524789.pdf
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(4) 労災遺族補償年金の支給要件 男女差の解消を提言 厚労省研究会 

  

国の労災保険では、労働災害で亡くなった人の家族にその補償として「遺族補償年金」が支払われ

るが、受け取る人が配偶者の場合、性別によって支給の要件が異なる。 

夫が亡くなった場合、妻は年齢にかかわらず支給されるが、妻が亡くなった場合はその時点で夫は

55歳以上か、一定の障害がある状態でなければ支給されない。 

専門家でつくる厚生労働省の研究会は、7月29日、中間報告書をまとめ、共働き世帯が増え家族の

あり方が変化する中、性別で支給要件に差を設ける合理的な理由を見いだすことは困難だとして、

これを解消することが適当だと提言した。 

  

「労災保険制度の在り方に関する研究会中間報告書」 2025年7月30日 厚生労働省 

  

https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001526826.pdf 

  

  

2. 法違反・闘い 

  

(1) 東電系企業の請負作業員に救済命令 差額2千万円の支払いも 東京都労働委員会 

  

東京電力のグループ企業が、請負契約を結んでいた計器工事作業者の仕事を組合活動を理由に減ら

したのは不当労働行為にあたるとして、東京都労働委員会は7月17日までに、12人に対し計2086

万4800円を支払うよう企業側に命じた。 

支払いを命じられたのは東電グループ企業「ワットラインサービス」（埼玉県蓮田市）。都労委の

命令書などによると、一部の請負作業者が2018年に組合を結成・活動していることなどに対する

同社幹部の否定的な発言について「組合の弱体化を企図した支配介入にあたる」と認定。組合活動

を理由に仕事を減らす不利益取り扱いを行ったと認定し、組合員ら12人に対し、ほかの計器工事作

業者と同等に扱い、差額を支払わなければいけないとした。 

  

(2) 都内の名門進学校「非正規講師」コマ数14→4に“一方的”激減、収入は3分の1に…「生活維持

が著しく困難となった」減額分の賃金支払い求め提訴 

  

都内の名門進学校である「巣鴨中学校・巣鴨高等学校」を運営する学校法人巣鴨学園に非常勤講師

として勤務する男性A氏（40代）が、担当する授業のコマ（1回の授業）数を学校側から一方的に

減らされたとして、減額された分の賃金など計約530万円の支払いを学校側に求め7月17日、東京

地裁に提訴した。 

提訴後、A氏と原告代理人の弁護士らが都内で会見を開き、正規職員と比べ不安定な“弱い立場”で

働く非常勤職員の実情を訴えた。 

訴状によれば、A氏は、巣鴨学園による二度にわたる「賃金減額」の違法性を争っている。 

第一に、A氏は2020、2021年度と連続して週14コマを担当していたが、2022年度に4コマへと一

気に減らされたというもの。 

第二に、2024年度以降、14コマから12コマへと減らされたことに伴い、賃金が減額されたという

もの。 

  

(3) 「不法滞在者ゼロプラン」は人権侵害の恐れ 日弁連、入管庁の新プランに反対声明 

  

日本弁護士連合会（日弁連）は7月22日、出入国在留管理庁が5月に発表した「不法滞在者ゼロプ

https://www.mhlw.go.jp/content/11402000/001526826.pdf
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ラン」について、「保護されるべき外国人までも排除しかねない」として反対する会長声明を発表

した。 

入管庁のゼロプランは、「ルールを守らない外国人により国民の安全・安心が脅かされている」と

の認識のもと、電子渡航認証制度の早期導入や難民認定申請の審査迅速化、護送官付き国費送還の

促進などを柱としている。2030年までに退去強制が確定した外国人数の半減を目指すという。 

日弁連は「外国人についてのみ『ルール』を守らないという曖昧で漠然とした理由で『国民の安

全・安心が脅かされる』とすることは、外国人に対する不安や偏見、差別につながりやすく、多文

化共生の理念に反する」と指摘。「『非正規滞在者の存在イコール治安悪化の要因』といったよう

な誤った認識の固定化を招きかねない」と懸念を示した。 

  

「国際人権法に反する『国民の安全・安心のための不法滞在者ゼロプラン』に反対する会長声明」 

2025年7月22日 日本弁護士連合会 

  

https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/year/2025/250722.html 

  

(4) ブラジル大使館の職員2名「解雇無効」主張し提訴 「日本の労働法保護が実質的に及ばず」 

  

ブラジル大使館（東京都港区）で働いていた2人の男性が7月25日、解雇無効や未払いの賃金など

約1850万円の支払いを求めて、東京地裁に提訴した。 

男性側は同日の会見で「大使館など在日外国公館では、外国に雇用される現地採用の労働者に、日

本の労働法の保護が実質的に及んでいない実態がある」と主張した。 

  

  

3. 情勢・統計 

  

(1) 6月消費者物価指数3.3%上昇 食料品高くコメは2倍超で高止まり 

  

総務省が7月18日発表した6月の全国消費者物価指数（2020年=100）は、価格変動の大きい生鮮

食品を除く総合指数が111・4と、前年同月比3・3%上昇した。プラスは46カ月連続。食料品の高

騰が続き、米類は2倍超の100・2%上昇と高止まりしている。 

  

「2020年基準消費者物価指数 全国 2025年(令和７年)６月分」 2025年7月18日 総務省 

  

https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf 

  

(2) 小規模私立大の定員充足率が急降下 強まる著名大学志向、淘汰加速か 

  

収容定員4000人未満の小規模な私立大の入学定員充足率が、2024年度は平均で88・86％とピーク

の5年前から16・77ポイント低下し、記録が集計されている2015年度以降で初めて9割を下回った

ことが、日本私立学校振興・共済事業団（私学事業団）のまとめで判明した。 

18歳人口が減少するなかで都市部に多い著名な大学志向が強まっている影響を受け、ほとんどの小

規模私大で定員割れしているとみられる。 

充足率の低下は授業料収入や国が配分する助成額にも直結するため「小規模＝経営悪化」という図

式が固定化し、淘汰（とうた）が加速する可能性がある。 

私学事業団が集計した全国598校の私大のうち、各学年の定員の合計となる収容定員が4000人未満

の小規模私大は462校と全体の8割弱を占める。 

https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/year/2025/250722.html
https://www.stat.go.jp/data/cpi/sokuhou/tsuki/pdf/zenkoku.pdf
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文部科学省は経営状態の良くない大学に円滑な再編・撤退を促す方針を示しているが、大学がなく

なれば地域から学生が減り、経済にも大きな影響が出る。 

私学事業団によると、2024年度の小規模私大の定員充足率は平均で88・86％だった。大学別の充

足率は公表していない。 

  

「令和６（2024）年度 私立大学・短期大学等入学志願動向」 日本私立学校振興・共済事業団 

  

https://www.shigaku.go.jp/files/shigandoukouR6.pdf 

  

(3) 「外国人は『地域住民』」 全国知事会が法相に多文化共生強化を要望 

  

全国知事会は外国人の受け入れと多文化共生社会の実現に向けた提言をまとめ、7月30日に鈴木康

友静岡県知事が鈴木馨祐法相に手渡した。国は外国人を「労働者」とみているが、地方自治体から

みれば日本人と同じ「生活者」「地域住民」だとし、多文化共生施策を一元的に担う司令塔組織の

新設などを求めている。 

提言では、外国人が急増する中で、日本語教育や生活支援は受け入れ自治体任せになっていると指

摘。外国人が集住する特定地域の問題ではなく、今後は「全国的な大きな課題となることが明白」

と強調した。 

入管行政を担っている出入国在留管理庁とは別に新たな司令塔組織を設け、国や地方自治体の多文

化共生施策の根幹となる体系的・総合的な基本法の策定も求めた。地方の多文化共生施策に対する

国の財政支援や、生活者として必要な制度案内を国が積極的に情報発信することも必要とした。 

また、地方の人材不足は深刻だとして、外国人技能実習に代わる新制度「育成就労」では、地方で

の外国人労働者の確保や定着につながるような運用を要望した。 

  

「外国人の受入と多文化共生社会実現に向けた提言」 2025年7月30日 全国知事会 

  

https://www.nga.gr.jp/committee_pt/item/gaikokujinteigen.pdf 
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